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１　京都大学通則

昭和28年４月７日（達示第３号制定　）

第１章　学　　　年

第１条 学年は、4月1日に始まり、翌年3月31日に終

わる。

第２条 学期は，次の２期とする。

前期　４月１日から９月30日まで

後期　10月１日から翌年３月31日まで

第３条 学年中の定期休業日は，次のとおりとする。

日曜日

土曜日

国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）

に規定する休日

創立記念日　６月18日

夏季休業　８月６日から９月30日まで

冬季休業　12月29日から翌年１月３日まで

２　前項の規定にかかわらず、教育上の必要があると

認めるときは、夏季休業及び冬季休業の期間を変更

し、又は臨時の休業日を定めることができる。

３　前２項の規定にかかわらず、教育上の必要があると

認めるときは、定期休業日に授業を行うことができる。

４　前２項の規定の実施に関し必要な事項について

は、総長が別に定める。

第２章　学　　　部

第３条の２ 本学の学部及び学科並びにその学生定員

は，別表第１に掲げるとおりとする。

第３条の３ 前条の学部においては，当該学部の定め

るところにより，学部又は学科ごとの人材の養成に

関する目的その他の教育研究上の目的を定め，公表

するものとする。

第４条　入学は，学年の初め１回とする。ただし，特

別の必要があると認めるときは，当該学部の定める

ところにより，学期の初めにも入学させることがで

きる。

２　入学の手続は，当該学部の定めるところによる。

第５条 本学に入学することのできる者は，次の各号

の一に該当する資格を有する者とする。

a 高等学校を卒業した者

s 中等教育学校を卒業した者

d 通常の課程による12年の学校教育を修了した者

f 通常の課程以外の課程により前号に相当する学

校教育を修了した者

g 外国において，学校教育における12年の課程を

修了した者又はこれに準ずる者で文部科学大臣の

指定したもの

h 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を

有するものとして認定した在外教育施設の当該課

程を修了した者

j 文部科学大臣が指定する専修学校の高等課程を

文部科学大臣が定める日以後に修了した者

k 文部科学大臣の指定した者

l 高等学校卒業程度認定試験規則（平成17年文部

科学省令第１号）による高等学校卒業程度認定試

験に合格した者（同規則附則第２条の規定による

廃止前の大学入学資格検定規程（昭和26年文部省

令第13号）による大学入学資格検定に合格した者

を含む。）

¡0 本学において，個別の入学資格審査により，高

等学校を卒業した者と同等以上の学力があると認

めた者で，18歳に達したもの

第６条 入学志望者に対しては，試験を行う。

２　試験は，当該学部の定めるところによる。

第７条 次の各号の一に該当する者は，前条の規定に

かかわらず選考のうえ，入学を許可することがある。

a 一の学部を卒業した者が，他の学部又は同一学

部の他の学科に入学を志望するとき。

s 中途退学をした者が同一学部に入学を志望する

とき。

d 他の大学の学部を卒業した者

２　前項に規定するもののほか，編入学については，

当該学部の定めるところによる。

第８条 本学の他学部に転学を志望し，又は他大学か

ら本学に転学を志望する者は，欠員のある場合に限

り，当該学部の定めるところにより許可することが

ある。

第９条 入学志望者は，所定の期日までに，願書を学

部長あてに提出しなければならない。

第10条 入学志望者は，願書に添えて検定料を納め

なければならない。

２　前項の規定にかかわらず，国費外国人留学生（国
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費外国人留学生制度実施要項（昭和29年３月31日文

部大臣裁定。以下「実施要項」という。）第２条に

定めるものをいう。以下同じ。）は，検定料の納付

を要しない。

３　受理した検定料は，返還しない。ただし，京都大

学における学生納付金に関する規程（平成16年達示

第63号。第67条において「学納金規程」という。）

に定めるものについては，この限りではない。

第11条 入学志望者には，健康診断を行う。

第12条 入学に際しては，所定の入学手続期間内に

入学料を納めなければならない。

２　入学料を納めない者には，入学を許可しない。た

だし，次項の規定による手続をとった者については，

この限りでない。

３　第１項の規定にかかわらず，特別の事由のある者

については，別に定める京都大学授業料，入学料免

除等規程（昭和53年達示第５号。以下「免除等規程」

という。）による。

４　前項の規定による手続をとった者が入学料全額の

免除若しくは入学料の徴収猶予をされなかった場合

又は入学料の徴収猶予をされた場合において，免除

等規程の定めるところにより所定の期日までに納め

るべき入学料を納めないときは，学生の身分を失う。

５　第１項の規定にかかわらず，第37条第１項第８号，

第３項第６号又は第53条の３第８号の規定により本

学大学院に入学し，課程を修了した者が，当該入学

前に在学した学部に再入学するときは，入学料の納

付を要しない。

６　第１項の規定にかかわらず，国費外国人留学生は，

入学料の納付を要しない。

７　受理した入学料は，返還しない。ただし，所定の

入学手続期間内に入学を辞退し，かつ，申し出た者

については，この限りでない。

第13条 入学を許可された者は，本学の定めた方式

によって宣誓を行うものとする。

第14条 除籍された者が，再入学を願い出たときは，

除籍された日から３年以内に限り，学部長の申請に

より教育研究評議会の議を経て，総長が許可するこ

とがある。

第15条 教育課程は，教育上の目的を達成するため

に必要な科目を開設して，体系的に編成するものと

する。

２　教育課程の編成に当たっては，学部及び学科の専

攻に係る専門の学芸を教授するとともに，幅広く深

い教養及び総合的な判断力を培い，豊かな人間性を

涵養するよう適切に配慮するものとする。

第16条 科目の区分は，開講対象による区分として

全学共通科目及び学部科目とし，教育目的・内容に

よる区分として教養科目及び専門科目とする。

第17条 科目の単位数の計算の基準については，別

に定める。

第18条　科目，授業，修業年限及び在学年限は，当

該学部の定めるところによる。

２　前項の場合において，学部は，学生に対して，授

業の方法及び内容並びに年間の授業の計画をあらか

じめ明示するものとする。

第18条の２　授業の内容及び方法の改善を図るため，

組織的な研修及び研究を行うものとする。

第19条　学生は，他学部の科目を履修することがで

きる。ただし，この場合は，所属学部長を経て，当

該学部長の許可を受けなければならない。

第20条　教育上有益と認めるときは，当該学部の定

めるところにより，他の大学又は短期大学と協議の

うえ，学生に，その科目を履修することを許可する

ことがある。

２　教育上有益と認めるときは，当該学部の定めると

ころにより，外国の大学又は短期大学と協議のうえ，

学生に，休学することなく当該外国の大学又は短期

大学に留学し，その科目を履修することを許可する

ことがある。

３　教育上有益と認めるときは，当該学部の定めると

ころにより，学生に，外国の大学又は短期大学が行

う通信教育における授業科目を我が国において履修

することを許可することがある。

４　前３項の規定により履修した科目について修得し

た単位は，当該学部の定めるところにより，60単位

を超えない範囲で，本学における科目の履修により

修得したものとみなすことができる。

第21条　教育上有益と認めるときは，当該学部の定

めるところにより，学生が行う短期大学又は高等専

門学校の専攻科における学修その他文部科学大臣が

定める学修を，本学における科目の履修とみなし，

単位を与えることができる。

２　前項の規定により与えることができる単位数は，
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前条第４項の規定により修得したものとみなす単位

数と合わせて60単位を超えないものとする。

第22条　教育上有益と認めるときは，当該学部の定

めるところにより，学生が本学に入学する前に大学

又は短期大学において履修した科目について修得し

た単位（大学設置基準（昭和31年文部省令第28号）

第31条に定める科目等履修生として修得した単位を

含む。）を，本学に入学した後の本学における科目

の履修により修得したものとみなすことができる。

２　教育上有益と認めるときは，当該学部の定めると

ころにより，学生が本学に入学する前に行った前条

第１項に規定する学修を，本学における科目の学修

とみなし，単位を与えることができる。

３　前２項の規定により修得したものとみなし，又は

与えることができる単位数は，編入学，転学等の場

合を除き，本学において修得した単位以外のものに

ついては，第20条第４項の規定により修得したもの

とみなす単位数及び前条第１項の規定により与える

ことができる単位数と合わせて60単位を超えないも

のとする。

４　第１項に定めるもののうち，学生が本学の科目等

履修生として修得した単位（大学の学生として修得

した単位及び学校教育法（昭和22年法律第26号）第

90条の規定による入学資格を有する前に修得した単

位を除く。）を本学に入学した後に修得したものと

みなすときは，その単位数，修得に要した期間その

他当該学部が必要と認める事項を勘案して当該学部

が認める期間は，第18条の修業年限に通算すること

ができる。ただし，その期間は，当該修業年限の２

分の１を超えることができない。

第23条　疾病その他の事故により，３月以上修学を

中止しようとするときは，所属学部長の許可を得て，

休学することができる。

２　前項の規定にかかわらず、医学部が定める特別な

課程を履修する医学部学生が、第37条第３項第６号

の規定により、医学研究科に入学するときは、当該

学部長の許可を得て、休学することができる。

３　疾病のため，修学が不適当と認められる者に対し

ては，学部長は，総長の許可を得て，休学を命ずる

ことができる。

４　休学は，通算４年を超えることができない。ただ

し、第２項の規程により休学するときは、その期間

を通算しない。

５　休学期間内に復学しようとするときは，その旨届

け出なければならない。

６　休学期間は，在学年に算入しない。

第24条　学生が退学しようとするときは，その事由

を申し出て，総長の許可を受けなければならない。

第25条　次の場合には，学部長の申請により教育研

究評議会の議を経て，総長が除籍する。

a 疾病その他事故により成業の見込みがない者

s 授業料納付の義務を怠る者

第26条　試験は，当該学部の定めるところにより行

う。

第27条 卒業の要件は，学部所定の期間在学し，学

士試験に合格することとする。

第27条の２ 学部においては，学生に対して，前条

の学士試験及び学修の成果に係る評価の基準をあら

かじめ明示するものとする。

第28条 授業料は，年額を次の２期に分けて，所定

の期日までに納めなければならない。ただし，第２

期に係る授業料については，学生が申し出た場合，

当該年度の第１期に係る授業料を納めるときに納め

るものとする。

第１期　４月から９月まで　年額の２分の１に相当す

る額

第２期　10月から３月まで　年額の２分の１に相当す

る額

２　前項の規定にかかわらず，特別の事由がある者に

ついては，別に定める免除等規程による。

３　第１項本文の規定にかかわらず，国費外国人留学

生は，授業料の納付を要しない。

４　受理した授業料は，返還しない。

５　第１項ただし書の規定により，第２期に係る授業

料を当該年度の第１期に係る授業料を納めるときに

併せて納めた者が第２期に係る授業料の徴収時期前

に休学又は退学し，かつ，申し出た場合にあつては，

既に納めた第２期に係る授業料に相当する額を返還

するものとする。

第29条 休学中は，別に定める免除等規程により授

業料を免除する。

第30条 停学を命ぜられた者は，その期間中であつ

ても授業料を納付しなければならない。

第31条 学生は，別に定める学生票の交付を受け，
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常に携帯しなければならない。

第32条 本学学規に違背し，学生の本分を守らない

者があるときは，総長は懲戒する。

２　懲戒に関する手続は，別に定める。

第33条 懲戒の種類は，次のとおりとする。

a 譴責

s 停学

d 放学

第34条 停学３月以上にわたるときは，その期間は，

在学年に算入しない。

第３章　大　学　院

第35条 本学大学院の研究科等及び専攻並びにその

学生定員は，別表第２に掲げるとおりとする。

第35条の２ 前条の研究科等においては，当該研究

科等の定めるところにより，研究科等又は専攻ごと

の人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目

的を定め，公表するものとする。

第36条 研究科（総合生存学館及び地球環境学舎を

含む。以下同じ。）に博士課程を置く。

２　博士課程の標準修業年限は，５年とする。ただし，

医学研究科医学専攻及び薬学研究科薬学専攻の博士

課程の標準修業年限は，４年とする。

３　博士課程（前項ただし書の博士課程を除く。）は，

前期２年の課程及び後期３年の課程に区分し，前期

２年の課程は，これを修士課程として取り扱う。

４　医学研究科社会健康医学系専攻及び地球環境学舎

地球環境学専攻の博士課程は，後期３年の課程とす

る。

５　第３項の規定にかかわらず，アジア・アフリカ地

域研究研究科及び総合生存科学館の博士課程は，課

程の区分を設けない。

６　第３項の前期２年及び後期３年の課程並びに前項

の課程は，それぞれ「修士課程」及び「博士後期課

程」並びに「一貫制博士課程」という。

第36条の２ 入学は，学年の初め１回とする。ただ

し，特別の必要があると認めるときは，当該研究科

の定めるところにより，学期の初めにも入学させる

ことができる。

２　入学の手続は，当該研究科の定めるところによる。

第37条 修士課程及び一貫制博士課程に入学するこ

とのできる者は，次の各号の一に該当する資格を有

する者とする。

a 大学を卒業した者

s 学校教育法第104条第４項の規定により学士の

学位を授与された者

d 外国において，学校教育における16年の課程を

修了した者

f 外国の学校が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修することにより当該外国の学

校教育における16年の課程を修了した者

g 我が国において，外国の大学の課程（その修了

者が当該外国の学校教育における16年の課程を修

了したとされるものに限る。）を有するものとし

て当該外国の学校教育制度において位置付けられ

た教育施設であつて，文部科学大臣が指定するも

のの当該課程を修了した者

h 文部科学大臣が指定する専修学校の専門課程を

文部科学大臣が定める日以後に修了した者

j 文部科学大臣の指定した者

k 大学に３年以上在学した者（学校教育法第102

条第２項の規定により，これに準ずる者として文

部科学大臣が定める者を含む。）であつて，本学

において，所定の単位を優れた成績をもつて修得

したものと認めた者

l 本学において，個別の入学資格審査により，大

学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた

者で，22歳に達したもの

２　博士後期課程に入学することのできる者は，次の

各号の一に該当する資格を有する者とする。

a 修士の学位又は修士（専門職）若しくは法務博

士（専門職）の学位を有する者

s 外国において，本学大学院の修士課程又は専門

職学位課程に相当する課程を修了した者

d 外国の学校が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修し，本学大学院の修士課程又

は専門職学位課程に相当する課程を修了した者

f 我が国において，外国の大学の大学院の課程を

有するものとして当該外国の学校教育制度におい

て位置付けられた教育施設であつて，文部科学大

臣が指定するものの当該課程（本学大学院の修士

課程又は専門職学位課程に相当する課程に限る。）

を修了した者

g 国際連合大学（国際連合大学本部に関する国際
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連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置

法（昭和51年法律第72号）第１条第２項の規定に

よるものをいう。）の課程を修了し，修士の学位

に相当する学位を授与された者

h 文部科学大臣の指定した者

j 本学において，個別の入学資格審査により，第

１号に掲げる者と同等以上の学力があると認めた

者で，24歳に達したもの

３　医学研究科及び薬学研究科の博士課程（第36条第

２項ただし書の博士課程に限る。以下同じ。）に入

学することのできる者は，次の各号の一に該当する

資格を有する者とする。

a 大学における医学，歯学，薬学又は獣医学を履

修する課程（修業年限が６年であるものに限る。）

を修了した者

s 外国において，学校教育における18年の課程を

修了した者

d 外国の学校が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修することにより当該外国の学

校教育における18年の課程を修了した者

f 我が国において，外国の大学の課程（その修了

者が当該外国の学校教育における18年の課程を修

了したとされるものに限る。）を有するものとし

て当該外国の学校教育制度において位置付けられ

た教育施設であつて，文部科学大臣が指定するも

のの当該課程を修了した者

g 文部科学大臣の指定した者

h 大学における医学，歯学，薬学又は獣医学を履

修する課程（修業年限が６年であるものに限る。）

に４年以上在学した者（学校教育法第102条第２

項の規定により，これに準ずる者として文部科学

大臣が定める者を含む。）であつて，本学におい

て，所定の単位を優れた成績をもつて修得したも

のと認めた者

j 本学において，個別の入学資格審査により，第

１号に掲げる者と同等以上の学力があると認めた

者で，24歳に達したもの

第38条 入学志望者に対しては，試験を行う。

２　試験は，当該研究科の定めるところによる。

第39条 次の各号の一に該当する者は，前条の規定

にかかわらず，選考のうえ，入学を許可することが

ある。

a 第37条第２項各号の一に該当する資格を有する

者が，一貫制博士課程（総合生存学館を除く。）

における博士後期課程の第１年次に相当する年次

に入学を志望するとき。

s 中途退学した者が，同一研究科に入学を志望す

るとき。

第40条 本学大学院の他研究科に転科（地球環境学

舎にあつては転部）を志望し，又は他大学大学院か

ら本学大学院に転学を志望する者は，欠員のある場

合に限り，当該研究科の定めるところにより，許可

することがある。

２　同一研究科内における転専攻については，当該研

究科の定めるところによる。

第41条 除籍された者が再入学を願い出たときは，

除籍された日から３年以内に限り，研究科長（総合

生存学館長及び地球環境学舎長を含む。以下同じ。）

の申請により教育研究評議会の議を経て，総長が許

可することがある。

第42条 入学志望者は，所定の期日までに，願書を

研究科長あてに提出しなければならない。

第42条の２ 入学志望者は，願書に添えて検定料を

納めなければならない。

２　前項の規定にかかわらず，国費外国人留学生及び

実施要項第４条第２号の推薦による入学志望者は，

検定料の納付を要しない。

３　前項に定めるもののほか、本学と外国の大学との

間において相互の大学の学位を取得させることを目

的として締結した大学間交流協定（相互に正規学生

を受け入れるもので、その並びに検定料、入学科及

び授業料の相互不徴収並びに有効期間が記されてい

るものに限る。以下同じ。）に基づき受け入れる外

国人留学生は、検定料の納付を要しない。

第42条の３ 入学に際しては，所定の入学手続期間

内に入学料を納めなければならない。

２　前項の規定にかかわらず，国費外国人留学生及び

実施要項第４条第２号又は第４号の推薦により，前

項の期間までにその採用が決定している者は，入学

料の納付を要しない。

３　前項に定めるもののほか、本学と外国の大学との

間において相互の大学の学位を取得させることを目

的として締結した大学間交流協定に基づき受け入れ

る外国人留学生は、授業料の納付を要しない。
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第42条の４ 教育課程は，教育上の目的を達成する

ために必要な科目を開設するとともに研究指導の計

画を策定して，体系的に編成するものとする。

２　教育課程の編成に当たつては，専攻分野に関する

高度の専門的知識及び能力を修得させるとともに，

当該専攻分野に関連する分野の基礎的素養を涵養す

るよう適切に配慮するものとする。

第43条 科目，その授業及び研究指導は，当該研究

科の定めるところによる。

２　前項の場合において，研究科は，学生に対して，

授業及び研究指導の方法及び内容並びに年間の授業

及び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとす

る。

３　当該研究科において必要と認めたときは，学部若

しくは他の研究科等（研究科，公共政策教育部又は

経営管理教育部をいう。以下同じ。）の科目を履修

させ，修士課程，博士後期課程，一貫制博士課程若

しくは医学研究科及び薬学研究科の博士課程の単位

とし，又は他の研究科において研究指導を受けさせ，

修士課程，博士後期課程，一貫制博士課程若しくは

医学研究科及び薬学研究科の博士課程の修了に必要

な研究指導の一部とすることができる。

第43条の２ 授業及び研究指導の内容及び方法の改

善を図るため，組織的な研修及び研究を行うものと

する。

第44条 学生は，他の研究科等の科目を履修し，又

は他の研究科において研究指導を受けることができ

る。ただし，この場合所属の研究科及び当該他の研

究科等の長の許可を受けなければならない。

２　前項の規定により履修した科目及びこれについて

修得した単位並びに前項の規定により受けた研究指

導の取扱いについては，当該研究科の定めるところ

による。

第45条 教育上有益と認めるときは，当該研究科の

定めるところにより，他の大学と協議のうえ，学生

に，当該他の大学の大学院の科目を履修することを

許可することがある。

２　教育上有益と認めるときは，当該研究科の定める

ところにより，外国の大学と協議のうえ，学生に，

休学することなく当該外国の大学の大学院に留学

し，その科目を履修することを許可することがある。

３　教育上有益と認めるときは，当該研究科の定める

ところにより，学生に，外国の大学の大学院が行う

通信教育における授業科目を我が国において履修す

ることを許可することがある。

４　前３項の規定により履修した科目について修得し

た単位は，当該研究科の定めるところにより，10単

位を超えない範囲で，本学大学院における科目の履

修により修得したものとみなすことができる。

第46条 学生で，他の大学の大学院若しくは研究所

等において研究指導を受け，又は休学することなく

外国の大学の大学院若しくは研究所等に留学し，研

究指導を受けることを志望するものには，それぞれ

前条第１項又は第２項に定めるものと同様の要件及

び手続により，これを許可することがある。ただし，

修士課程及び一貫制博士課程の修士課程に相当する

年次の学生について許可する場合には，当該研究指

導を受ける期間は，１年を超えないものとする。

２　前項の規定により受けた研究指導は，当該研究科

の定めるところにより，修士課程，博士後期課程，

一貫制博士課程又は医学研究科及び薬学研究科の博

士課程の修了に必要な研究指導の一部とすることが

できる。

第46条の２ 教育上有益と認めるときは，当該研究

科の定めるところにより，学生が本学大学院に入学

する前に大学院において履修した科目について修得

した単位（大学院設置基準（昭和49年文部省令第28

号）第15条において準用する大学設置基準第31条に

定める科目等履修生として修得した単位を含む。）

を，本学大学院に入学した後の本学大学院における

科目の履修により修得したものとみなすことができ

る。

２　前項の規定により修得したものとみなすことがで

きる単位数は，転学等の場合を除き，本学大学院に

おいて修得した単位以外のものについては，10単位

を超えないものとする。

第47条 疾病その他の事故により，３月以上修学を

中止しようとするときは，研究科長の許可を得て，

休学することができる。

２　疾病のため，修学が不適当と認められる者に対し

ては，研究科長は，総長の許可を得て，休学を命ず

ることができる。

３　休学は，修士，博士後期の各課程，一貫制博士課

程並びに医学研究科及び薬学研究科の博士課程にお
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いて，それぞれ通算３年を超えることができない。

ただし，特別の事情がある者に対し，一貫制博士課

程においては，なお，２年以内の，医学研究科及び

薬学研究科の博士課程においては，なお，１年以内

の休学を許可することができる。

第48条 試験及び研究指導の認定方法は，当該研究

科の定めるところによる。

第49条 修士課程の修了の要件は，同課程に２年以

上在学して，研究指導を受け，専攻科目につき30単

位以上を修得し，かつ，当該研究科の行う修士論文

の審査及び試験に合格することとする。ただし，在

学期間については，当該研究科の定めるところによ

り，優れた研究業績を挙げた者について，同課程に

１年以上の在学をもつて足りるものとすることがで

きる。

２　在学年限は，４年を超えることができない。

第50条 博士後期課程の修了の要件は，同課程に３

年（専門職大学院設置基準（平成15年文部科学省令

第16号）第18条第1項の法科大学院の課程を修了し

た者にあつては，２年）以上在学して，研究指導を

受け，かつ，当該研究科の行う博士論文の審査及び

試験に合格することとする。

２　一貫制博士課程の修了の要件は，同課程に５年以

上在学して専攻科目につき30単位以上修得し，研究

指導を受け，かつ，当該研究科の行う博士論文の審

査及び試験に合格することとする。

３　前２項に規定するもののほか，当該研究科におい

て必要と認めたときは，専攻科目につき当該研究科

の定める単位の修得を博士後期課程又は一貫制博士

課程の修了の要件に加えることができる。

４　医学研究科及び薬学研究科の博士課程の修了の要

件は，同課程に４年以上在学して専攻科目につき30

単位以上修得し，研究指導を受け，かつ，当該研究

科の行う博士論文の審査及び試験に合格することと

する。

５　第１項，第２項及び前項の在学期間については，

当該研究科の定めるところにより，優れた研究業績

を挙げた者について，それぞれ博士後期課程にあつ

ては１年（修士課程又は専門職学位課程の修了の要

件を満たした者で，大学院における在学期間が２年

未満のものにあつては，その在学期間を含めて３年）

以上の，一貫制博士課程にあつては３年（第39条第

１号に該当して入学した者で，修士課程又は専門職

学位課程の修了の要件を満たした者にあつては，大

学院における２年以内の在学期間を含めて３年）以

上の，医学研究科及び薬学研究科の博士課程にあつ

ては３年以上の在学をもつて足りるものとすること

ができる。

６　在学年限は，博士後期課程においては６年を，一

貫制博士課程においては10年を，医学研究科及び薬

学研究科の博士課程においては８年を超えることが

できない。

第50条の２ 研究科においては，学生に対して，第

49条第１項並びに前条第１項，第２項及び第４項の

論文の審査及び試験に係る評価の基準をあらかじめ

明示するものとする。

第51条 授業料は，年額を次の２期に分けて，所定

の期日に納めなければならない。

第１期　４月から９月まで　年額の２分の１に相当す

る額

第2期　10月から３月まで　年額の２分の１に相当す

る額

２　前項の規程にかかわらず、本学と外国の大学との

間において相互の大学の学位を取得させることを目

的として締結した大学間交流協定に基づき受け入れ

る外国人留学生は、授業料の納付を要しない。

第52条 休学中は，別に定める免除等規程により授

業料を免除する。

第53条 第10条第３項，第11条，第12条第２項ない

し第４項及び第７項本文，第13条，第17条，第23条

第５項及び第６項ないし第25条，第28条第１項ただ

し書及び第２項ないし第５項，第30条ないし第34条

の規定は，大学院学生の場合に準用する。この場合

において，第25条中「学部長」とあるのは「研究科

長」と読み替えるものとする。

第３章の２　専門職大学院

第53条の２ 第36条に定めるもののほか，法学研究

科，医学研究科，公共政策教育部及び経営管理教育

部に専門職学位課程を置き，これを専門職大学院と

する。

２　前項の専門職大学院は，法学研究科の専門職学位

課程に関し，これを法科大学院とする。

３　専門職学位課程（法科大学院の課程を除く。）の
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標準修業年限は，２年とする。ただし，教育上の必

要があると認めるときは，医学研究科又は経営管理

教育部の定めるところにより，１年以上２年未満の

期間とすることができる。

４　法科大学院の課程の標準修業年限は，３年とする。

５　専門職大学院である法学研究科，医学研究科，公

共政策教育部及び経営管理教育部の専攻及びその学

生定員は，別表第２に掲げるとおりとする。

６　前項の研究科及び教育部においては，当該研究科

又は教育部の定めるところにより，研究科若しくは

教育部又は専攻ごとの人材の養成に関する目的その

他の教育研究上の目的を定め，公表するものとする。

第53条の３ 専門職学位課程に入学することのでき

る者は，次の各号の一に該当する資格を有する者と

する。

a 大学を卒業した者

s 学校教育法第104条第４項の規定により学士の

学位を授与された者

d 外国において，学校教育における16年の課程を

修了した者

f 外国の学校が行う通信教育における授業科目を

我が国において履修することにより当該外国の学

校教育における16年の課程を修了した者

g 我が国において，外国の大学の課程（その修了

者が当該外国の学校教育における16年の課程を修

了したとされるものに限る。）を有するものとし

て当該外国の学校教育制度において位置付けられ

た教育施設であつて，文部科学大臣が指定するも

のの当該課程を修了した者

h 文部科学大臣が指定する専修学校の専門課程を

文部科学大臣が定める日以後に修了した者

j 文部科学大臣の指定した者

k 大学に３年以上在学した者（学校教育法第102

条第２項の規定により，これに準ずる者として文

部科学大臣が定める者を含む。）であつて，本学

において，所定の単位を優れた成績をもつて修得

したものと認めた者

l 本学において，個別の入学資格審査により，大

学を卒業した者と同等以上の学力があると認めた

者で，22歳に達したもの

第53条の４ 教育課程は，教育上の目的を達成する

ために専攻分野に応じ必要な科目を開設して，体系

的に編成するものとする。

第53条の５ 科目及び授業は，当該法学研究科，医

学研究科，公共政策教育部又は経営管理教育部（以

下第53条の15までにおいて「研究科又は教育部」と

いう。）の定めるところによる。

２　前項の場合において，研究科又は教育部は，学生

に対して，授業の方法及び内容並びに年間の授業の

計画をあらかじめ明示するものとする。

３　当該研究科又は教育部において必要と認めたとき

は，学部又は他の研究科等の科目を履修させ，専門

職学位課程の単位とすることができる。

第53条の６ 学生が各年次にわたつて適切に授業科

目を履修するため，当該研究科又は教育部の定める

ところにより，学生が１年間又は１学期に履修科目

として登録することができる単位数の上限を定める

ものとする。

２　当該研究科又は教育部において必要と認めるとき

は，学生が各年次において履修し，修得すべき授業

科目，単位数その他上位の年次に進級させる基準並

びに同一年次において在学することができる年限を

定めることができる。

第53条の７ 学生は，他の研究科等の科目を履修す

ることができる。ただし，この場合所属の研究科又

は教育部及び当該他の研究科等の長の許可を受けな

ければならない。

２　前項の規定により履修した科目及びこれについて

修得した単位の取扱いについては，当該研究科又は

教育部の定めるところによる。

第53条の８ 教育上有益と認めるときは，当該研究

科又は教育部の定めるところにより，他の大学と協

議のうえ，学生に，当該他の大学の大学院の科目を

履修することを許可することがある。

２　教育上有益と認めるときは，当該研究科又は教育

部の定めるところにより，外国の大学と協議のうえ，

学生に，休学することなく当該外国の大学の大学院

に留学し，その科目を履修することを許可すること

がある。

３　前２項の規定により履修した科目について修得し

た単位は，当該研究科又は教育部の定めるところに

より，医学研究科，公共政策教育部又は経営管理教

育部にあつてはその修了要件として定める単位数の

２分の１を超えない範囲で，法学研究科にあつては
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30単位を超えない範囲で，当該専門職大学院又は法

科大学院（以下「専門職大学院等」という。）にお

ける科目の履修により修得したものとみなすことが

できる。ただし，法学研究科において，93単位を超

える単位の修得を修了の要件とする場合は，その超

える部分の単位数に限り30単位を超えてみなすこと

ができる。

第53条の９ 教育上有益と認めるときは，当該研究

科又は教育部の定めるところにより，学生が当該専

門職大学院等に入学する前に大学院において履修し

た科目について修得した単位（大学院設置基準第15

条において準用する大学設置基準第31条に定める科

目等履修生として修得した単位を含む。）を，当該

専門職大学院等に入学した後の当該専門職大学院等

における科目の履修により修得したものとみなすこ

とができる。

２　前項の規定により修得したものとみなすことがで

きる単位数は，転学等の場合を除き，当該専門職大

学院等において修得した単位以外のものについて

は，前条第３項の規定により修得したものとみなす

単位数と合わせて，医学研究科，公共政策教育部又

は経営管理教育部にあつてはその修了要件として定

める単位数の２分の１を超えないものとし，法学研

究科にあつては30単位（前条第３項ただし書の規定

により30単位を超えてみなす単位を除く。）を超え

ないものとする。

第53条の10 休学は，通算３年を超えることができ

ない。

第53条の11 試験は，当該研究科又は教育部の定め

るところによる。

第53条の12 専門職学位課程（法科大学院の課程を

除く。）の修了の要件は，同課程に２年（第53条の

２第３項ただし書の規定により標準修業年限を１年

以上２年未満の期間とする場合にあつては，当該期

間）以上在学し，専攻科目につき医学研究科，公共

政策教育部又は経営管理教育部が定める30単位以上

の修得その他の教育課程の履修により課程を修了す

ることとする。この場合において，単位の修得以外

の教育課程の履修を課すときは，当該履修の方法及

びその学修の成果に係る評価の基準をあらかじめ学

生に対し明示するものとする。

２　法科大学院の課程の修了の要件は，同課程に３年

以上在学し，法学研究科が定める93単位以上を修得

することとする。

３　在学年限は，４年（法科大学院にあつては６年）

を超えることができない。ただし，第53条の６第２

項の規定により当該研究科又は教育部において同一

年次に在学する年限を定めるときは，当該年限を超

えることができない。

第53条の13 第53条の９第１項の規定により当該専

門職大学院等に入学する前に修得した単位（学校教

育法第102条第１項の規定により入学資格を有した

後，修得したものに限る。）を当該専門職大学院等

において修得したものとみなす場合であつて当該単

位の修得により当該専門職大学院等の教育課程の一

部を履修したと認めるときは，その単位数，修得に

要した期間その他当該研究科又は教育部が必要と認

める事項を勘案して当該研究科又は教育部が認める

期間は，１年を超えない範囲で，当該専門職大学院

等の課程に在学したものとみなすことができる。た

だし，第53条の２第３項ただし書の規定により１年

以上２年未満の期間を標準修業年限とする場合にお

いて，当該専門職大学院の課程に在学したものとみ

なすことができる期間は，当該１年以上２年未満の

期間から１年を減じた期間を超えることができな

い。

第53条の14 第53条の12第２項に定めるもののうち，

法学研究科の定めるところにより，当該法科大学院

において必要とされる法学の基礎的な学識を有する

と認める者（以下本条において「法学既修者」とい

う。）に関しては，在学期間については１年を超え

ない範囲で当該法科大学院の課程に在学し，単位に

ついては30単位を超えない範囲で当該法科大学院が

認める単位を修得したものとみなすことができる。

ただし，法学研究科において，93単位を超える単位

の修得を修了の要件とする場合は，その超える部分

の単位数に限り30単位を超えてみなすことができ

る。

２　前項の規定により法学既修者について在学したも

のとみなすことのできる期間は，前条の規定により

在学したものとみなす期間と合わせて１年を超えな

いものとする。

３　第１項の規定により法学既修者について修得した

ものとみなすことのできる単位数（第１項ただし書
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の規定により30単位を超えてみなす単位を除く。）は，

第53条の８第３項及び第53条の９第１項の規定によ

り修得したものとみなす単位数と合わせて30単位

（第53条の８第３項ただし書の規定により30単位を超

えてみなす単位を除く。）を超えないものとする。

第53条の15 第10条第３項，第11条，第12条第２項

ないし第４項及び第７項本文，第13条，第17条，第

18条の２，第23条第５項及び第６項ないし第25条，

第28条第１項ただし書及び第２項ないし第５項，第

30条ないし第34条，第36条の２，第38条，第39条

（第２号の場合に限る。），第40条ないし第42条の３，

第47条第１項及び第２項，第51条及び第52条の規定

は，専門職大学院等学生の場合に準用する（法科大

学院にあっては、第42条の２第３項，第42条の３第

３項及び第51条第２項を除く。）。この場合において，

第25条中「学部長」とあるのは「法学研究科長，医

学研究科長，公共政策教育部長又は経営管理教育部

長」と，第36条の２，第38条第２項及び第39条（第

２号の場合に限る。）中「研究科」とあるのは「研

究科又は教育部」と，第40条第１項中「研究科に転

科（地球環境学舎にあつては転部）」とあるのは

「研究科又は教育部に，それぞれ，転科若しくは転

部」と，「当該研究科」とあるのは「当該研究科又

は教育部」と，同条第２項中「研究科」とあるのは

「研究科又は教育部」と，第41条中「研究科長（総

合生存学館長及び地球環境学舎長を含む。以下同

じ。）」とあるのは「法学研究科長，医学研究科長，

公共政策教育部長又は経営管理教育部長」と，第42

条並びに第47条第１項及び第２項中「研究科長」と

あるのは「法学研究科長，医学研究科長，公共政策

教育部長又は経営管理教育部長」と読み替えるもの

とする。

第４章　学　　　位

第54条 学士試験に合格した者には，学士の学位を

授与する。

第55条 修士課程を修了した者には，修士の学位を

授与する。

２　前項に規定するもののほか，一貫制博士課程（総

合生存学館を除く。）において，第49条第１項に規

定する修士課程の修了に相当する要件を満たした者

にも，修士の学位を授与することができる。

第55条の２ 専門職学位課程（法科大学院の課程を

除く。）を修了した者には，修士（専門職）の学位

を授与する。

２　法科大学院の課程を修了した者には，法務博士

（専門職）の学位を授与する。

第56条 博士後期課程を修了した者，一貫制博士課

程を修了した者並びに医学研究科及び薬学研究科の

博士課程を修了した者には，博士の学位を授与する。

第57条 前条に規定するもののほか，別に定めると

ころにより博士の学位の授与を申請して，博士論文

の審査及び試験に合格し，かつ，学識の確認を経た

者にも，前条と同様の学位を授与する。

第58条 この章に定めるもののほか，学位の授与に

関し必要な事項は，別に定める。

第５章　外国学生，委託生，科目等履修生，聴

講生，特別聴講学生，特別研究学生，特別交

流学生等

第59条 外国人で第５条及び第37条によらないで学

部又は大学院に入学しようとする者には，当該学部

又は研究科等の定めるところにより，外国学生とし

て入学を許可することがある。

２　外国学生で学部又は大学院の課程を修了した者に

は，当該学部又は研究科等の定めるところにより学

位を授与する。

第60条 公の機関又は団体等から，その所属の職員

につき，学修科目を定め，学部又は大学院に入学を

願い出たときは，当該学部又は研究科等の定めると

ころにより，委託生として入学を許可することがあ

る。

２　委託生で所定の科目につき試験に合格した者に

は，当該学部又は研究科等の定めるところにより，

修了証書を授与する。

第61条 本学の学生以外の者で学部又は大学院にお

いて，１又は複数の科目の履修を志望する者には，

当該学部又は研究科等の定めるところにより科目等

履修生として入学を許可することがある。

２　科目等履修生で履修した科目につき，当該学部又

は研究科等の定めるところにより試験のうえ，単位

を与えることができる。

第62条 特定の科目を定め，学部又は大学院におい

て，聴講を志望する者には，当該学部又は研究科等
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の定めるところにより聴講生として入学を許可する

ことがある。

２　聴講生で聴講した科目につき，本人の希望がある

ときは，証明書を交付する。

第63条 他の大学若しくは外国の大学の学生又は他

の大学若しくは外国の大学の大学院の学生で，大学

間の協議に基づき，特定の科目を定め，それぞれ，

学部又は大学院において聴講を志望する者には，当

該学部又は研究科等の定めるところにより，特別聴

講学生として入学を許可することがある。

２　他の大学又は外国の大学の大学院の学生で，大学

間の協議に基づき，大学院において研究指導を受け

ることを志望する者には，当該研究科の定めるとこ

ろにより，特別研究学生として入学を許可すること

がある。

３　「大学院教育における大学間学生交流に関する協

定書」（平成19年12月25日発効）に基づき，大学院

において研究指導を受け，又は聴講を志望する者に

は，当該研究科の定めるところにより，特別交流学

生として入学を許可することがある。

４　特別聴講学生又は特別交流学生として聴講した科

目については，試験のうえ，単位を与える。

第64条 委託生，科目等履修生又は聴講生として入

学を志望する者は，願書に添えて検定料を納めなけ

ればならない。

２　委託生，科目等履修生又は聴講生として入学する

者は，入学に際して，所定の期日までに入学料を納

めなければならない。特別聴講学生，特別研究学生

又は特別交流学生として入学する者は，入学料の納

付を要しない。

３　委託生，科目等履修生，聴講生及び特別聴講学生

の授業料は，履修又は聴講科目の単位数に応じて，

特別研究学生の授業料は，研究指導を受ける期間の

月数に応じて，それぞれ所定の期日までに納めなけ

ればならない。ただし，特別交流学生並びに次の各

号に掲げる特別聴講学生及び特別研究学生は，授業

料の納付を要しない。

（１） 国立大学（国立大学法人法（平成15年法律第

112号）に基づき設置される大学で，当該大学との

間における学生の交流協定又は協議に基づき授業料

の相互不徴収が確認できるものに限る。）の学生又

は大学院の学生

（２） 本学と公立又は私立の大学との間において締

結した大学間相互単位互換協定（相互に授業科目を

履修し，単位を修得することを認めるもので，授業

料の相互不徴収及び有効期間が記されているものに

限る。）に基づき受け入れる公立又は私立の大学の

学生

（３） 本学と公立又は私立の大学との間において締

結した大学間特別研究学生交流協定（相互に研究指

導を受けることを認めるもので，授業料の相互不徴

収及び有効期間が記されているものに限る。）に基

づき受け入れる公立又は私立の大学の大学院の学生

（４） 本学と外国の大学との間において締結した大

学間交流協定（学部若しくは研究科間の協定又は協

定に準じるものを含み，相互に学生を受け入れるも

ので，その数，授業料の相互不徴収及び有効期間が

記されているものに限る。）に基づき受け入れる外

国の大学の学生

４　前３項の規定にかかわらず，文部科学省科学技術

振興調整費新興分野人材養成プログラムに基づく科

目等履修生に係る検定料，入学料及び授業料は，そ

の納付を要しない。

５　受理した検定料，入学料及び授業料は，返還しな

い。

６　入学料又は授業料を納めないときは，入学又は聴

講若しくは研究指導を受けることを許可しない。

第65条 第４条，第６条，第８条，第９条，第10条

第１項及び第３項，第11条，第12条第１項ないし第

５項及び第７項，第13条，第14条，第18条ないし第

26条，第28条第１項，第２項，第４項及び第５項，

第29条ないし第34条の規定は，学部の外国学生に準

用する。

２　第10条第１項及び第３項，第11条，第12条第１項

ないし第４項及び第７項本文，第13条，第23条第５

項及び第６項ないし第25条，第28条第１項ただし書，

第２項，第４項及び第５項，第30条ないし第34条，

第36条の２，第38条，第40条ないし第42条，第42条

の４ないし第50条の２，第51条第１項，第52条，第

53条後段，第55条，第56条の規定は，大学院の外国

学生に準用する。

３　第11条，第19条，第24条ないし第26条，第30条な

いし第33条の規定は，学部の委託生，科目等履修生

及び聴講生に準用する。
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４　第11条，第19条，第24条ないし第26条，第30条な

いし第33条，第40条，第41条，第44条第１項，第48

条，第53条後段の規定は，大学院の委託生，科目等

履修生及び聴講生に準用する。

５　第24条，第26条，第30条ないし第33条の規定は，

学部の特別聴講学生に準用する。

６　第24条，第30条ないし第33条，第48条の規定は，

大学院の特別聴講学生及び特別研究学生に準用す

る。

７　第24条，第31条ないし第33条，第48条の規定は，

特別交流学生に準用する。

第66条 この章及び別に定めるもののほか，特定の

学部又は研究科等において特定の方法により学修を

志望する者については，当該学部又は研究科等の定

めるところによる。

第６章　授業料等の額

第67条 第10条第１項及び第42条の２第１項の検定

料並びに第12条第１項及び第42条の３第１項の入学

料の額並びに第28条第１項及び第51条第1項の授業

料の年額並びに第64条第１項の検定料，同条第２項

の入学料及び同条第３項の授業料の額は，それぞれ

学納金規程の定めるところによる。

附　則（略）

別　表（略）

２　京都大学学位規程

昭和33年１月28日（達示第１号制定　）

第１条 本学において授与する学位は，学士，修士，

博士，修士（専門職）及び法務博士（専門職）とす

る。

２　学士の学位を授与するに当たつては，次の区別に

従い，専攻分野の名称を付記する。

総合人間学部 総合人間学

文　学　部 文　　　学

教 育 学 部 教　育　学

法　学　部 法　　　学

経 済 学 部 経　済　学

理　学　部 理　　　学

医　学　部 医　　　学

人間健康科学

薬　学　部 薬　科　学

薬　　　学

工　学　部 工　　　学

農　学　部 農　　　学

３　修士の学位を授与するに当たっては，次の区別に

従い，専攻分野の名称を付記する。

文学研究科 文　　　学

教育学研究科 教　育　学

法学研究科 法　　　学

経済学研究科 経　済　学

理学研究科 理　　　学

医学研究科 医　科　学

人間健康科学

薬学研究科 薬　科　学

薬　　　学

工学研究科 工　　　学

農学研究科 農　　　学

人間・環境学研究科 人間・環境学

エネルギー科学研究科 エネルギー科学

アジア・アフリカ地域研究研究科 地域研究

情報学研究科 情　報　学

生命科学研究科 生 命 科 学

地球環境学舎 地球環境学

４　博士の学位を授与するに当たっては，次の区別に

従い，専攻分野の名称を付記する。

文学研究科 文　　　学

教育学研究科 教　育　学

法学研究科 法　　　学

経済学研究科 経　済　学

理学研究科 理　　　学

医学研究科 医　　　学

医　科　学

社会健康医学

人間健康科学

薬学研究科 薬　科　学

薬　　　学

工学研究科 工　　　学

農学研究科 農　　　学

人間・環境学研究科 人間・環境学



エネルギー科学研究科 エネルギー科学

アジア・アフリカ地域研究研究科 地域研究

情報学研究科 情　報　学

生命科学研究科 生 命 科 学

総合生存学館 総 合 学 術

地球環境学舎 地球環境学

５　修士（専門職）の学位を授与するに当たっては，

次の区別に従い，専攻分野の名称を付記する。

医学研究科 社会健康医学

公共政策教育部　公共政策

経営管理教育部　経 営 学

６　別表第２に定める学位プログラムを履修する者の

うち，当該学位プログラムが実施する博士論文研究

基礎力審査に合格した者に修士の学位を授与するに

当たつては，第３項の規定にかかわらず，専攻分野

の名称として総合学術を付記し，又は同項の規定に

よる専攻分野の名称を付記し，及び学位記に当該博

士論文研究基礎力審査に合格したことを記すことが

できる。

７　別表第２に定める学位プログラムを修了した者に

博士の学位を授与するに当たつては，第４項の規定

にかかわらず，専攻分野の名称として総合学術を付

記し，又は同項の規定による専攻分野の名称を付記

し，及び学位記に当該学位プログラムを修了したこ

とを記す。

第２条 本学大学院の課程（京都大学通則（昭和28年

達示第３号。以下「通則」という。）第53条の２の

専門職学位課程を除く。）の修了による学位の授与

を受けようとする者は，所定の学位論文審査願に学

位論文及び論文目録を添えて，当該研究科長に提出

するものとする。ただし，博士の学位の授与を受け

ようとするときは，更に履歴書を添えなければなら

ない。

２　通則第55条第２項の規定により修士の学位の授与

を受けようとする者は，所定の学位論文審査願に修

士論文及び論文目録を添えて，当該研究科長に提出

するものとする。

第３条　前条によらないで博士の学位の授与を申請す

る者は，所定の学位申請書に学位論文，論文目録，

履歴書及び学位論文審査手数料を添えて，総長に提

出するものとする。

２　前項の学位論文審査手数料の額は，京都大学にお

ける学生納付金に関する規程（平成16年達示第63号）

第７条に定める額とする。

３　受理した学位論文審査手数料は，返還しない。

第４条　第２条の学位論文審査願及び前条の学位申請

書を受理したときは，総長又は研究科長は，これを

当該教授会又は研究科会議（総合生存学館にあって

は学館会議，地球環境学舎にあつては学舎会議。以

下同じ。）に付託するものとする。。

第５条　学位論文（修士論文又は博士論文）は１編と

し，修士論文は１通，博士論文は３通を提出しなけ

ればならない。ただし，参考として他の論文を添え

ることができる。

２　審査のため必要があるときは，教授会又は研究科

会議は，学位論文の副本，訳本，模型又は標本等の

材料を提出させることができる。

第６条　教授会又は研究科会議は，当該教授会又は研

究科会議を構成する教授の中から調査委員３名を選

定して，論文についての調査及び試験（以下この条

において「論文の調査等」という。）を行わせる。

２　前項の規定にかかわらず，教授会又は研究科会議

で必要があると認めたときは，２名以内に限り，当

該教授会又は研究科会議を構成する教授以外の本学

教員をもつて調査委員に充てることができる。ただ

し，当該研究科以外の教員は，１名以内に限るもの

とする。

３　教授会又は研究科会議で必要があると認めたとき

は，第１項の委員を増し，又は論文の調査等の一部

を調査委員以外の本学教員に委嘱することができ

る。また特に必要があると認めたときは，論文の調

査等の一部を他の大学の大学院，研究所等の教員等

に委嘱することができる。

４　教授会又は研究科会議で特に必要があると認めた

ときは，第１項及び第２項に定める調査委員のほか

に，他の大学の大学院，研究所等の教員等を１名以

内に限り調査委員に加えることができる。

第７条 第３条の規定により学位を申請した者につい

ては，別に，必要な学識の確認のため，試問を行う。

２　試問の方法は，当該研究科の定めるところによる。

第８条 調査委員は，論文の調査及び試験並びに試問

が終わつたときは，学位論文の内容の要旨，調査及

び試験の結果の要旨並びに試問の成績を教授会又は

研究科会議に文書をもつて報告するものとする。た
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だし，修士論文の内容の要旨，調査及び試験の結果

の要旨は，省略することができる。

第９条 修士，博士，修士（専門職）又は法務博士

（専門職）の学位授与の議決は，当該教授会又は研

究科会議を構成する教授の３分の２以上が出席し

て，その３分の２以上が賛成しなければならない。

２　前項の規定にかかわらず，前項の学位授与の議決

には，当該研究科の定めるところにより，准教授を

加えることができる。この場合における学位授与の

議決は，前項の教授及び当該准教授の３分の２以上

が出席して，その３分の２以上が賛成しなければな

らない。

第10条 教授会又は研究科会議において，学位を授

与できるものと議決したときは，当該研究科長は，

学位論文及び論文内容の要旨にその審査及び試験の

結果の要旨並びに試問の成績を添えて総長に報告し

なければならない。ただし，修士，修士（専門職）

及び法務博士（専門職）の学位授与に係るものは，

別に定める必要事項を記載した資格者の名簿によ

る。

２　教授会又は研究科会議において博士の学位を授与

できないものと議決したときは，その旨を報告する

ものとする。

第11条 修士論文の審査及び試験は，在学期間中に

終わるものとする。

２　博士論文の審査及び試験並びに学識の確認は，論

文受理後１年以内に終わるものとする。ただし，当

該研究科において特別の事由があると認めたとき

は，その期間を１年以内に限り延長することができ

る。

第12条 総長は，修士，博士，修士（専門職）又は

法務博士（専門職）の学位を授与できると認めた者

に対し学位記を授与し，学位を授与できない者に対

しては，その旨を本人に通知する。

第13条 学位を授与したときは，総長は，学位簿に

登録し，博士の学位の授与については，これを文部

科学大臣に報告するものとする。

第14条 博士の学位を授与された者は，学位を授与

された日から１年以内に当該学位論文の全文又はや

むを得ない事由がある場合には，その内容の主要部

分を印刷公表するものとする。

第15条 修士，博士，修士（専門職）又は法務博士

（専門職）の学位を授与された者が，不正の方法に

より学位の授与を受けた事実が判明したときは，総

長は，当該教授会又は研究科会議の議及び教育研究

評議会の議を経て学位の授与を取り消し，学位記を

返還させ，かつ，その旨を公表するものとする。

２　前条の規定に違背したときは，前項の規定による

ことができる。

３　教授会，研究科会議及び教育研究評議会において，

前各項の議決をする場合は，構成員の３分の２以上

が出席して，その４分の３以上が同意しなければな

らない。

第16条 学位記及び学位授与関係書類の様式は，別

表第１のとおりとする。

附　則（略）

別　表（略）

３　京都大学における学生納付金に
関する規程

平成16年４月１日（ 達示第63号制定　）
第１条 京都大学（以下「本学」という。）における

授業料，入学料，検定料，学位論文審査手数料及び

寄宿料（以下「学生納付金」という。）に関しては，

この規程の定めるところによる。

第２条 本学において徴収する授業料，入学料及び検

定料の額（第６条に定めるものを除く。）は，別表

第１のとおりとする。

２　前項の検定料のうち，次の各号の一に該当する場

合は，その者の申出により，当該各号に掲げる額を

返還するものとする。

a 京都大学通則（昭和28年達示第３号。以下「通

則」という。）第６条の規定による学部の入学に

係る試験を２段階の選抜方法で実施する場合にお

いて，出願書類等による第１段階目の選抜に合格

しなかった者　13,000円

s 通則第６条の規定による学部の入学に係る試験

において，入学の出願を受理した後に本学が大学

入試センター試験において受験することを課した

教科・科目を受験していないことにより出願の資

格がないことが判明した者　13,000円



d 通則第７条第２項の規定による学部の編入学に

係る試験を２段階の選抜方法で実施する場合にお

いて，出願書類等による第１段階目の選抜に合格

しなかった者　23,000円

f 通則第38条の規程による総合生存学館又は通則

第53条の15において準用する通則第38条の規定に

よる法科大学院若しくは経営管理教育部の入学に

係る試験を２段階の選抜方法で実施する場合にお

いて，出願書類等による第１段階目の選抜に合格

しなかった者　23,000円

３　第１項の規定にかかわらず，年度における在学期

間が12月に満たない者の授業料は，当該授業料の年

額の12分の１に相当する額に在学する月数（１月未

満の端数があるときは，これを１月とする。）を乗

じて得た額とする。

第３条　授業料の徴収は，各年度に係る授業料につい

て，第１期及び第２期の２期に区分して行なうもの

とし，それぞれの期において徴収する額は，年額の

２分の１に相当する額とする。

２　前項の授業料は，第１期にあっては４月，第２期

にあっては10月に徴収するものとする。

３　前２項の規定にかかわらず，前条第３項の場合に

おける授業料の徴収は，当該年度における在学期間

が第１期及び第２期にまたがるときはそれぞれの期

における在学月数に応じた額を当該学生が入学又は

復学した月及び10月に徴収し，当該年度における在

学期間が第１期又は第２期の期間内のときは当該期

における在学月数に応じた額を当該学生が入学又は

復学した月に徴収するものとする。

４　第１項及び第２項の規定にかかわらず，学生の申

出があったときは，第１期に係る授業料を徴収する

ときに当該年度の第２期に係る授業料を併せて徴収

するものとする。

第４条 入学料は，入学を許可するときに徴収するも

のとする。

第５条 検定料は，入学，転学，編入学又は再入学の

出願を受理するときに徴収するものとする。

第６条 委託生，科目等履修生，聴講生及び研究生に

係る授業料，入学料及び検定料並びに特別聴講学生，

特別研究学生に係る授業料の額は，別表第２のとお

りとする。

２　前項の授業料は在学予定期間の当初の月に，入学

料は入学を許可するときに，検定料は入学の出願を

受理するときに徴収するものとする。

第７条 学位論文審査手数料は，１件当たり57,000円

とし，学位授与の申請を受理するときに徴収するも

のとする。

第８条 寄宿料の額は，別表第３のとおりとする。

２　寄宿料は，寄宿舎に入舎した日の属する月から退

舎する日の属する月まで毎月その月の分を徴収する

ものとする。ただし，休業期間中の分は，休業期間

前に徴収するものとする。

３　前項の規定にかかわらず，学生の申出又は承諾が

あったときは，当該年度内に徴収する寄宿料の額の

総額の範囲内で，その申出又は承諾に係る額を，そ

の際徴収することができるものとする。

第９条 この規程に定めるもののほか，授業料その他

学生納付金に関し必要な事項は，総長が別に定める。

附　則（略）

別表第1（第２条関係）

第１表　学生に係る授業料等（別表第2に掲げるものを除く。）

第２表　平成10年度以前に入学した学生に係る授業料
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区分・入学年度 年額（円）
学部・大学院の研究科
昭和62年度及び昭和63年度 300,000
平成元年度及び平成２年度 339,600
３年度及び平成４年度 375,600
５年度及び平成６年度 411,600
７年度及び平成８年度 447,600
９年度及び平成10年度 469,200

短期大学の学科（専攻科を含む。）
平成元年度及び平成２年度 248,400
３年度及び平成４年度 274,800
５年度及び平成６年度 300,600
７年度及び平成８年度 326,400
９年度及び平成10年度 342,000

区　　　　　分 授業料（円） 入学料（円） 検定料（円）
学部 535,800 282,000 17,000

大学院研究科 535,800 282,000

法科大学院 804,000 282,000 30,000
短期大学の学科（専攻科を含む） 390,000 169,200 18,000
転学，編入学，再入学 535,800 282,000 30,000

30,000
（出願書類等
による選抜
を行う場合
は10,000）



別表第2（第６条関係）

委託生等に係る授業料等

別表第3（第８条関係）

１　熊野寮に入居する学生に係る寄宿料

…………………………………………月額700円

２　吉田寮・女子寮・室町寮に入居する学生に係る

寄宿料…………………………………月額400円

４　京都大学授業料，入学料免除等
規程

昭和53年２月21日（達示第５号制定　）
（趣旨）

第１条　京都大学における学部及び大学院の授業料の

免除，徴収猶予及び月割分納の許可（以下「授業料

の免除等」という。）並びに入学料の免除及び徴収

猶予（以下「入学料の免除等」という。）に関して

は，京都大学通則（昭和28年達示第３号。以下「通

則」という。）に定めるもののほか，この規程の定

めるところによる。

（授業料の免除）

第２条　次の各号に掲げる特別の事由のある者につい

ては，願い出により第１号及び第４号に掲げる場合

にあつては当該期分の授業料の全額又は半額を，第

２号及び第３号に掲げる場合にあつては当該事由発

生の日の属する期又はその翌期分の授業料の全額又

は半額を，それぞれ免除することがある。

a 経済的理由によって授業料の納付が困難であ

り，かつ，学業優秀と認められる場合

s 授業料の納付期限前６月以内（入学した日の属

する期分の授業料の免除の場合は，入学前１年以

内）において，その者の学資を主として負担する

者（以下「学資負担者」という。）が死亡し，又

はその者若しくは学資負担者が風水害等の災害を

受け，授業料の納付が著しく困難と認められる場

合

d 前号に準ずる場合であって，総長が相当と認め

る事由がある場合

f 総長が指定する大規模災害により学資負担者が

被災し，授業料の納付が著しく困難と認められる

場合

２　次の各号に掲げる特別の事由のある者について

は，第１号から第３号までに掲げる場合にあっては

未納の授業料の全額を，第４号に掲げる場合にあっ

ては月割計算により退学の日の属する月の翌月以降

の授業料の全額を，それぞれ免除することがある。

a 死亡又は行方不明のため除籍された場合

s 通則第12条第４項に定めるもののうち，入学料

全額の免除又は入学料の徴収猶予をされなかった

場合において，第８条第２項本文に定める期日ま

でに収めるべき入学料を収めないことにより学生

の身分を失った場合

d 通則第25条第２号の規定により除籍され，通則

第14条又は第41条の規定による再入学の願出期間

を経過した場合

f 授業料の徴収猶予又は月割分納の期間中に退学

した場合

３　休学する者については，月割計算により休学する

日の属する月の翌月（休学する日が月の初日からの

ときは，その月）から復学の日の属する月の前月ま

での授業料を免除する。ただし，休学する日が授業

料の納付期限経過後であつて，授業料の徴収猶予又

は月割分納を許可されていない者の当該期の授業料

については，この限りでない。

第２条の２　前条に規定するもののほか，経済的理由

によつて授業料の納付が困難である者については，

願い出により，通則第28条第１項及び第51条（第53

条の15において準用する場合を含む。）に定める第

２期の授業料の全額を免除することがある。

第２条の３　前２条に規定するもののほか，次の各号

の一に該当する者については、願い出により，第１

号に掲げる場合にあっては当該期分の，第２号に掲

げる場合にあっては総長が定める期間の授業料の全

額を免除することがある。

a 文部科学省が実施する大学の国際化のためのネ

ットワーク形成推進事業に基づき開設される英語

による授業のみで学位を取得できるコースを履修

する外国人留学生で、学業優秀と認められる場合

s 外国の政府，公的機関等が実施する留学生制度

（総長が指定するものに限る。）により本学に入学

する外国人留学生で、学業優秀と認められる場合

２　前項の規定による授業料の免除に関し必要な事項
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区　　　分 授業料（円） 入学料（円）検定料（円）
委託生 １単位　14,800 28,200 9,800
科目等履修生 １単位　14,800 28,200 9,800
聴講生 １単位　14,800 28,200 9,800
研究生 月　額　29,700 84,600 9,800
特別聴講学生 １単位　14,800 ― ―
特別研究学生 月　額　29,700 ― ―



は，総長が別に定める。

（授業料の徴収猶予及び月割分納の許可）

第３条　次の各号に掲げる特別の事由のある者につい

ては，願い出により，当該期分の授業料の徴収を猶

予し，又は月割分納を許可することがある。

a 経済的理由によって納付期限までに授業料の納

付が困難であり，かつ，学業優秀と認められる場

合

s 行方不明の場合

d その者又は学資負担者が災害を受け，納付期限

までに授業料の納付が困難と認められる場合

f その他やむを得ない事情により納付期限までに

授業料の納付が困難と認められる場合

２　授業料の徴収を猶予された場合の授業料の納付期

限は，当該期の末日までとする。

３　授業料の月割分納を許可された場合の月割分納額

の納付期限は，毎月末日までとする。

（授業料の免除等の出願手続）

第４条　第２条第１項及び第２条の２の規定による授

業料の免除又は前条第１項の規定による授業料の徴

収猶予若しくは月割分納の許可を受けようとする者

は，所定の願書に次の各号に掲げる書類を添え，所

定の期日までに，学部学生の場合にあつては当該学

部の長を，大学院学生の場合にあつては当該研究科

の長を経て，総長に願い出なければならない。

a 事由書

s 授業料の納付が困難な当該事由を認定すること

ができる市区町村長の証明書

d その他当該学部又は研究科の長が特に必要と認

める書類

２　授業料の免除等の出願期日は，各期の初めに告知

する。

３　授業料の免除等の願書並びに第１項第１号及び第

２号の書類の様式は，総長が別に定める。

（入学料の免除）

第５条　次の各号に掲げる特別の事由のある者につい

ては，願い出により，第１号から第３号までに掲げ

る場合にあつては，入学料の全額又は半額を，第４

号に掲げる場合にあつては，入学料の全額を，それ

ぞれ免除することがある。

a 大学院の研究科に入学する者で，経済的理由に

よって入学料の納付が困難であり，かつ，学業優

秀と認められる場合

s 入学前１年以内において，学資負担者が死亡し，

又はその者若しくは学資負担者が風水害等の災害

を受け，入学料の納付が著しく困難と認められる

場合

d 前号に準ずる場合であって，総長が相当と認め

る事由がある場合

f 総長が指定する大規模災害により学資負担者が

被災し，入学料の納付が著しく困難と認められる

場合

２　本学の学部において入学料を納付し，入学（編入

学，転入学及び聴講生，研究生等としての入学を除

く。）手続を行つた後に，当該学部への入学を辞退

し，所定の期日までに本学の他学部に入学手続を行

う場合は，願い出により，入学料の全額を免除する

ものとする。

３　次の各号に掲げる特別の事由のある者について

は，未納の入学料の全額を免除するものとする。

a 入学料の免除又は徴収猶予を願い出た後，これ

に対する決定がなされるまでの間に死亡した場合

s 第８条第２項本文の規定により入学料を納める

べき場合において，その納めるべき期間内に死亡

した場合

d 通則第12条第４項に定めるもののうち，入学料

全額の免除又は入学料の徴収猶予をされなかった

場合において，第８条第２項本文に定める期日ま

でに収めるべき入学料を収めないことにより学生

の身分を失った場合

（入学料の徴収猶予）

第５条の２　次の各号に掲げる特別の事由のある者に

ついては，願い出により，入学料の徴収を猶予する

ことがある。

a 経済的理由によって納付期限までに入学料の納

付が困難であり，かつ，学業優秀と認められる場

合

s 入学前１年以内において，学資負担者が死亡し，

又はその者若しくは学資負担者が風水害等の災害

を受け，納付期限までに入学料の納付が困難と認

められる場合

d その他やむを得ない事情により納付期限までに

入学料の納付が困難と認められる場合

２　入学料の徴収を猶予された場合の入学料の納付期

限は，当該入学年度内において別に定める。

（入学料の免除等の出願手続）

第６条　第５条第１項の規定による入学料の免除又は

前条第１項の規定による入学料の徴収猶予を受けよ

うとする者は，所定の願書に次の各号に掲げる書類

を添え，所定の期日までに，学部に入学する者の場

合にあつては当該学部の長を，大学院の研究科に入

学する者の場合にあつては当該研究科の長を経て，
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総長に願い出なければならない。

a 事由書

s 入学料の納付が困難な当該事由を認定すること

ができる市区町村長の証明書

d その他当該学部又は研究科の長が特に必要と認

める書類

２　第５条第２項の規定による入学料の免除を受けよ

うとする者は，所定の願書に，本学の学部において

入学料を既に納付したことを証明する書類，当該学

部への入学を辞退したことを証明する書類及び当該

年度に実施された大学入試センター試験の受験票を

添え，所定の期日までに総長に願い出なければなら

ない。

３　入学料の免除等の出願期日は，入学する者に通知

する。

４　入学料の免除等の願書，第１項第１号及び第２号

の書類並びに第２項の入学料を既に納付したこと及

び入学を辞退したことを証明する書類の様式は，総

長が別に定める。

（選考等）

第７条 授業料の免除等及び入学料の免除等の決定

は，学生生活委員会の議を経て，総長が行う。

２　前項の規定にかかわらず，第２条第２項の規定に

よる授業料の免除及び第５条第３項の規定による入

学料の免除の決定は当該学部又は研究科の長の申出

に，第５条第２項の規定による入学料の免除の決定

は当該学部の長の申出に基づき，総長が行う。

３　第４条第１項の規定による授業料の免除等の願い

出及び前条第１項の規定による入学料の免除等の願

い出に対し決定がなされたときは，厚生補導担当の

副学長は，学部学生又は学部に入学する者の場合に

あつては当該学部の長を，大学院学生又は大学院の

研究科に入学する者の場合にあつては当該研究科の

長を経て，その旨を出願者に通知する。

（免除等がなされなかつた授業料等の納付等）

第８条 第４条第１項の規定による授業料の免除等の

願い出に対し，免除しない決定，半額を免除する決

定，徴収を猶予しない決定又は月割分納を許可しな

い決定がなされたときは，出願者は，その通知が行

われた日から起算して30日以内に納めるべき授業料

を納めなければならない。

２　第６条第１項の規定による入学料の免除等の願い

出に対し，免除しない決定，半額を免除する決定又

は徴収を猶予しない決定がなされたときは，出願者

は，その通知が行われた日から起算して14日以内に，

納めるべき入学料を納めなければならない。ただし，

免除しない決定又は半額を免除する決定がなされた

ときは，同項の規定による入学料の徴収猶予を願い

出ることができる。

（授業料の免除等及び入学料の免除の取消）

第９条 授業料の免除，徴収猶予又は月割分納の許可

を受けている者は，その事由が消滅したときは，学

部学生の場合にあつては当該学部の長を，大学院学

生の場合にあつては当該研究科の長を経て，その旨

を遅滞なく総長に届け出なければならない。

２　前項の届出があつたときは，総長は，当該授業料

の免除，徴収猶予又は月割分納の許可を取り消す。

３　前項の規定により授業料の免除を取り消された場

合にあつては月割計算により当該事由の消滅した月

以降の授業料の全額を，徴収猶予又は月割分納の許

可を取り消された場合にあつては未納の授業料の全

額を速やかに納めなければならない。

第10条 授業料の免除，徴収猶予若しくは月割分納

の許可若しくは入学料の免除若しくは徴収猶予を不

正の方法により受けた者，前条第１項の届出を怠つ

た者又は通則第32条第１項（第53条及び第53条の15

において準用する場合を含む。）の規定による懲戒

を受けた者に対しては，総長は，学生生活委員会の

議を経て，それぞれ当該授業料の免除，徴収猶予若

しくは月割分納の許可又は入学料の免除若しくは徴

収猶予を取り消す。

２　前項の規定により授業料の免除又は入学料の免除

若しくは徴収猶予を取り消された場合にあつては授

業料又は入学料の全額を，授業料の徴収猶予又は月

割分納の許可を取り消された場合にあつては未納の

授業料の全額を直ちに納めなければならない。

第11条 第７条第３項の規定は，第９条及び第10条

の規定による授業料の免除等の取消し及び入学料の

免除等の取消しがあつた場合に準用する。

（雑則）

第12条 この規程に定めるもののほか，この規程の

実施に関し必要な事項は，総長が別に定める。

附　則（略）

５　京都大学学生健康診断規程

昭和29年12月21日（達示第16号制定　）
第１条　学生は，本学の行う定期及び臨時の健康診断

を受けなければならない。

第２条 疾病その他の事由によつて前条の健康診断を
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受けることができないときは，その事由を附してあ

らかじめ所属学部長又は所属研究科長に届け出なけ

ればならない。

２　前項の事由のなくなつたときは，速やかに健康診

断を受けなければならない。

第３条 やむを得ない事情により前条の届出ができな

い場合においては，その事情のなくなつたとき，速

やかに所属学部長又は所属研究科長に届け出で，健

康診断依頼書の交付を受けて，健康診断を受けなけ

ればならない。

第４条 病気休学者が復学するときは，所定の健康診

断を受けなければならない。

第５条 この規程による健康診断を受けなかった者は，

当該年度に施行する試験を受けることができない。

附　則（略）

６　京都大学学内掲示等規程

昭和23年12月７日（告示第13号制定　）
第１条 学内周知を目的とする掲示，放送，配布用ま

たは撒布用の印刷物，伝単，流旗，プラカード，立

看板および広告類の取扱いは，公用のものを除きこ

の規程による。

第２条 掲示は，京都大学学内団体規程により総長の

承認した団体，本学職員，学生，生徒が行なうもの

に限る。

学外者による掲示については，本学が特に必要と

認めた広告類に限り許可することがある。

第３条 掲示を行おうとするときは，事務本部に提出

して許可をうけなければならない。許可は，印章を

押捺することによつて行なう。

第４条 掲示は，本学の定める一般掲示所以外の場所

に行なつてはならない。

第５条 掲示の大きさは，おおむね日本標準規格B4

判以内とする。ただし，関係部局で特に必要と認め，

かつ，掲示場所を指定するものに限り日本標準規格

B2判（新聞紙２頁大）以内とすることができる。

第６条 学外者に告知することを目的とする集会の掲

示の大きさおよび場所については，関係部局の指示

に従わなければならない。

なお，立看板は，縦220センチメートル，横40セ

ンチメートル以内のものとする。

第７条 掲示期間の経過した掲示は，責任者において

直ちに撤去しなければならない。

第８条 掲示以外の印刷物，伝単，流旗，プラカード，

放送，および広告類については，掲示に準じて取り

扱う。ただし，印刷物，伝単については，許可の日

付，番号等をこれらに記入することにより許可の印

章にかえることができる。

第９条 前各条に反するものは，撤去する。

第10条 部局所属の施設を使用する掲示等は，この

規程により当該部局長が取り扱う。

附　則（略）

７　京都大学学内団体規程

昭和26年２月28日（達示第３号制定　）
第１条 本学の職員又は学生生徒が，学内活動を行う

団体を結成するときは，この規程による。

第２条 前条の学内団体は，本学の職員，学生生徒又

は特定の本学関係者のみをもつて構成しなければな

らない。

第３条 職員が，学内団体を結成したときは，事務本

部を経て総長に団体結成届を提出しなければならな

い。学生生徒のみをもつて又は学生生徒が，他の者

と共同して学内団体を結成しようとするときは，学

務部学生課を経て総長に団体結成願を提出して，そ

の承認をうけなければならない。団体の届出事項を

変更したとき又は承認事項を変更しようとするとき

も，また同じ。

前項の届出又は願出の様式は，別に定める。

第４条 前条により承認をうけた団体に承認事項を守

らない行為があつたときは，その承認を取り消すこ

とがある。

承認を受けた団体は，毎年５月15日までに承認更

新届を提出しなければならない。提出のないときは，

解散したものとみなす。

第５条 第３条の規定により届出をなし又は承認をう

けた団体が，解散したときは，総長に届け出なけれ

ばならない。

第６条 団体の構成員の所属が部局限りのものについ

ては，この規程により部局長が取り扱う。ただし，

学生生徒を含む団体については，部局長は，総長と

協議して取り扱う。

附　則（略）
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８　京都大学学内集会規程

昭和26年２月28日（達示第２号制定　）
第１条 総長の管理に属する地域または建物その他の

施設を利用する集会は，本学の主催によるもののほ

か，この規程による。

第２条 集会の主催者は，次のものに限る。

a 本学職員，学生生徒の団体で，総長の承認した

もの

s 官公庁または団体で，そのつど総長の承認する

もの

集会の後援者，賛助者等についても，そのつど

総長の承認を受けなければならない。

第３条 集会は，次の場合を除き，学外者の参加を許

さない。ただし，特別の詮議を経たうえで許可する

ことがある。

a 卒業生懇談会，学会，講習会等で当該関係特定

人を対象とする場合

s 映画会，音楽会，演劇等で単に映写演出のみを

行なう場合

第４条 集会の主催者は，事務本部を経て別に定める

様式の集会許可願を総長に提出して，その許可を受

けなければならない。集会許可願に記載した事項に

変更又は追加をしようとするときも，また同じ。

継続使用の許可を受けている場所において，使用

目的の範囲内で集会を行なう場合は，前項の規定に

かかわらず，そのつど許可を受けることを要しない。

第５条 集会許可願は，集会の３日前までに，第３条

の特別の詮議を経る場合は，５日前までに提出し，

許可は，24時間前までに受けなければならない。

第６条 主催者，開催場所，参加者の範囲がいずれも

部局限りの集会については，この規程によつて部局

長が取り扱う。

附　則（略）

９　京都大学学生表彰規程

平成18年１月23日（達示第83号制定　）
（趣旨）

第１条 この規程は，京都大学（以下「本学」という。）

の学生及び学生団体の表彰に関し必要な事項を定め

るものとする。

（名称）

第２条 表彰の名称は，京都大学総長賞とする。

（対象）

第３条 表彰は，次の各号の一に該当する個人又は団

体に対して行うものとする。

（１） 学業において，国際的又は全国的規模の学

会等により優れた評価を受け，本学の名誉を高め

た個人又は団体

（２） 課外活動において，国際的又は全国的規模

の各種スポーツ，競技，演奏，展示，発表等で優

秀な成績を収め，本学の名誉を高めた個人又は団

体

（３） 環境保全，社会福祉，青少年育成，国際交

流等のボランティア活動，災害救援，人命救助，

海外援助協力等の各種社会活動において，活動実

績が認められ，他の学生の範となった個人若しく

は団体又は社会的に評価を受け，本学の名誉を高

めた個人若しくは団体

（４） その他前３号に準ずるもので，「京都大学総

長賞」に相応しいと認められる個人又は団体

（候補者の推薦）

第４条 本学の教職員及び学生は，前条各号の一に該

当すると認められる個人又は団体を別記様式１によ

り総長に推薦することができる。

（学生表彰選考委員会）

第５条 前条により推薦のあった個人又は団体が表彰

を受けるに相応しいかどうかを選考するため，本学

に，学生表彰選考委員会（以下「委員会」という。）

を置く。

第６条 委員会は，次の各号に掲げる委員で組織する。

（１） 学生担当の理事（以下「担当理事」という。）

（２） 副学長補佐

（３） 学務部長

（４） その他総長が必要と認める者　若干名

２　前項第４号の委員は，総長が委嘱する。

第７条 委員会に委員長を置き，担当理事をもって充

てる。

２　委員長は，委員会を招集し，議長となる。

３　委員長に事故があるときは，あらかじめ委員長の

指名する委員が，その職務を代行する。

第８条 委員会は，必要と認めるときは，委員以外の

者を出席させて説明又は意見を聴くことができる。

（表彰の決定）

第９条 表彰の決定は，委員会の議を経て，総長が行

う。

（表彰方法）
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第10条 表彰は，総長が別記様式２による表彰状を

授与することにより行う。

２　前項の表彰状にあわせて，記念品を贈呈するもの

とする。

（事務）

第11条 表彰に関する事務は，学務部学生課におい

て処理する。

（平23達38・一部改正）

（雑則）

第12条 この規程に定めるもののほか，学生及び学

生団体の表彰に関し必要な事項は，担当理事が定め

る。

附　則（略）

別記様式（略）

10 京都大学学生寄宿舎規程

昭和34年２月10日（達示第２号制定　）
第１条　本学の学生寄宿舎は，次の各寮とし，厚生補

導担当の副学長（以下「副学長」という。）が管理

する。

京都大学学生寄宿舎吉田寮

京都大学学生寄宿舎女子寮

京都大学学生寄宿舎熊野寮

京都大学学生寄宿舎室町寮

第２条 各寮における寮生活の運営は，寮生の責任あ

る自治によるものとする。

２　寮生の自治に関する規則は，寮生がこれを作成し，

副学長の承認を得るものとする。その規則を変更し

ようとするときも同様とする。

第３条 学生寄宿舎は，学部学生に限り入舎させる。

２　学生寄宿舎に入舎を希望する者は，所定の願書に

履歴書，事由書及び写真（名刺型半身脱帽）を添え，

所定の期日までに，副学長に提出しなければならな

い。

第４条 入舎する者の選考は，寮生代表の意見をきい

て，副学長が行う。

第５条 選考は，書類審査，面接及び健康診断によつ

て行う。

第６条 入舎を許可された者は，所定の期日までに宣

誓その他入舎に必要に手続を行わなければならな

い。

２　正当な事由なく前項の手続を怠り，又は所定の期

日までに入舎しないときは，許可を取り消すことが

ある。

第７条 収容人員に欠員を生じたときは，補欠入舎を

許可することがある。

第８条 入舎を許可された者は，寄宿料及び光熱水料

を納付しなければならない。

第９条 寄宿料の月額は，京都大学における学生納付

金に関する規程（平成16年達示第63号）の定めると

ころによる。

２　寄宿料は，入舎当月から退舎当月まで，毎月，当

月分を10日までに納付しなければならない。ただし，

８月分及び９月分は，夏季休業期間開始前に納付す

るものとする。

３　月の中途において入舎を許可された者は，許可の

あつた日から10日以内に当月分の寄宿料を納付しな

ければならない。

４　寄宿料は，外泊又は旅行等のため居住しないこと

があつても納付しなければならない。

第10条 次の各号の一に該当するときは，寄宿料を

免除することができる。

a 風水害等の災害を受け，寄宿料の納付が困難と

認められる場合

s 死亡又は行方不明等のため，学籍を除かれた場

合

d 京都大学通則第25条第２号により除籍され，京

都大学通則第14条による再入学願い出の期間を満

了した場合

２　前項第１号による寄宿料の免除の許可を受けよう

とする者は，所定の願書に事由書及びその他必要書

類を添え，副学長に提出しなければならない。

第11条 光熱水料の額及びその納期は，別に指示する。

第12条 受理した寄宿料及び光熱水料は，返還しない。

第13条 在舎期間は，入学年から起算して，正規の

卒業年までとする。

第14条 退舎しようとする者は，その事由を記した

退舎願を副学長に提出しなければならない。

第15条 学籍を失つたとき及び休学を許可され，又

は命ぜられたときは，退舎しなければならない。

第16条 次の各号の一に該当するときは，退舎させ

ることがある。

a 学生寄宿舎の秩序を乱した場合

s 健康上集団生活に不適当と認められた場合

d 所定の期日までに寄宿料及び光熱水料を納付し

ない場合

２　前項第１号に該当することにより退舎させる場合

は，寮生代表及び当該寮生の意見を聴取するものと

する。
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附　則（略）

11 京都大学総合体育館規程

昭和47年３月９日（達示第10号制定　）
第１条　本学に総合体育館（附属プールを含む。以下

同じ。）を置き，本学における体育活動及び本学の

行う式典のためにこれを用いる。

第２条　総合体育館は，厚生補導担当の副学長（以下

「副学長」という。）が管理する。

２　総合体育館の管理に関する重要事項は，学生生活

委員会において審議する。

第３条 総合体育館は，この規程に定めるもののほか，

副学長が別に定める使用規則の定めるところにより

使用するものとする。

第４条 総合体育館に関する事務は，学務部学生課に

おいて処理する。

附　則（略）

12 京都大学総合体育館使用規則

昭和47年３月９日（総長裁定制定　　）
第１条　京都大学総合体育館規程（以下「規程」とい

う。）第１条の京都大学における体育活動とは，次

の各号に掲げるものをいう。

a 保健体育科目の体育実技

s 本学又は京都大学体育会（以下「体育会」とい

う。）若しくはそれに所属する運動部の主催又は

共催にかかる体育大会

d 体育会に所属する運動部の課外体育活動

f 前各号に掲げる以外の本学学生及び教職員の体

育活動

g その他厚生補導担当の副学長（以下「副学長」

という。）が特に総合体育館の使用を適当と認め

る体育活動

２　規程第１条の本学の行う式典とは，入学式，卒業

式，学位授与式及び創立記念式をいう。

第２条　副学長は，この規則に定めるもののほか，総

合体育館（附属プールを含む。以下同じ。）の使用

に関する重要事項について，総合体育館運営会議

（以下「運営会議」という。）に諮り，その意見を聴

くものとする。

２　運営会議の構成その他必要な事項は，副学長が別

に定める。

第３条　総合体育館の開館期間等は，次のとおりとする。

２　総合体育館の休館日は，次のとおりとする。

a 毎月の第３日曜日

s 12月29日から翌年１月３日まで

d 6月18日（創立記念日）

３　前２項の規定にかかわらず，副学長は，特別の事

情があるときは，運営会議に諮り，開館時間を変更

し，休館日に臨時に開館し，又は前項の休館日以外

の日に休館することができる。

第４条　高等教育研究開発推進機構長は，総合体育館

の第１条第１項第１号の使用について，学年の初日

の10日前までに，別に定める様式による当該学年の

使用計画書を副学長に提出するものとする。

２　総合体育館の使用が第１条第１項第２号に規定す

る本学の主催又は共催に係る場合及び総合体育館を

同条第２項に規定する式典に使用する場合は，主管

部長において，使用しようとする日（２日以上にわ

たるときには，その初日。以下「使用日」という。）

の属する月の初日の10日前までに，別に定める様式

による使用計画書を副学長に提出するものとする。

第５条　総合体育館を使用しようとする者は，前条に

おいて別段の定めのある場合を除くほか，次の各号

の定めるところにより使用承認申請書を副学長に提

出し，その承認を受けなければならない。

a 第１条第１項第２号及び第３号の使用の場合

体育会において，これらの使用についての月間

の使用計画を調整の上，これを取りまとめ，毎月

その初日の10日前までに，別記様式第１による当

該月の使用承認申請書を提出する。

s 同条第１項第４号の使用の場合

原則として使用日の属する月の初日の10日前ま
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施設名 開館期間 開　　館　　時　　間

（月曜日から金曜日まで）
午前８時30分から午後９時ま
で。ただし，第２武道場につい

年間を通
ては，午後９時30分まで

体育館
じて

（日曜日・土曜日・国民の祝日
に関する法律（昭和23年法律第
178号。以下「祝日法」という。）
に規定する休日）
午前９時から午後６時まで

附　属 ４月上旬から
（月曜日から金曜日まで）

プール 10月上旬まで
午前８時30分から午後８時まで
（日曜日・土曜日・祝日法に規
定する休日）
午前９時から午後６時まで



でに，別記様式第２による使用承認申請書を提出

する。

d 同条第１項第５号の使用の場合

使用日の属する月の初日の10日前までに，別記

様式第３による使用承認申請書を提出する。

２　副学長は，第１条第１項第５号の使用に係る前項

の申請があった場合において，その使用を承認する

には，あらかじめ運営会議に諮るものとする。

３　総合体育館の使用の承認，不承認の結果は，これ

を申請者に通知するものとする。

第６条　前条の規定は，総合体育館の使用の承認を受

けた者が，その使用を変更しようとする場合に準用

する。ただし，申請書の提出は，あらかじめかつ速

やかに，これを行えば足りる。

２　総合体育館の使用の承認を受けた者が，その使用

を中止しようとする場合には，速やかに，その旨を

副学長に届け出なければならない。

第７条　第１条第１項第５号の使用の場合には，別に

定める使用料を徴収するものとする。

第８条　総合体育館を使用する者は，次の各号に掲げ

る事項を守らなければならない。

a 承認を受けた使用目的及び使用時間以外に使用

しないこと。

s 館内設備，器具等を無断で使用し，又は移動さ

せないこと。

d 使用後は，速やかに清掃し，設備，器具等を使

用前の状態に復すること。

f 施設，設備，器具等を滅失，損傷又は汚損した

ときは，直ちに，その旨を副学長に報告し，必要

な場合には，速やかに原状回復に要する経費の額

を弁償すること。

g その他副学長が運営会議に諮って定める使用上

の心得に違反しないこと。

第９条　この規則又は使用上の心得に違反して総合体

育館を使用したときは，副学長は，その使用を中止

させることができる。

附　則（略）

別記様式（略）

13 京都大学北白川スポーツ会館
規則

昭和57年８月24日（総長裁定制定　　）
第１条　京都大学北白川スポーツ会館（以下「会館」

という。）の管理及び利用に関しては，この規則の

定めるところによる。

第２条　会館は，厚生補導担当の副学長（以下「副学

長」という。）が管理する。

第３条　会館は，次の各号に掲げる体育活動のための

利用に供する。

a 京都大学体育会に所属する運動部の体育活動

s その他本学における体育活動で副学長が適当と

認めるもの

第４条　会館を利用しようとする者は，あらかじめ所

定の申請書を副学長に提出し，その承認を受けなけ

ればならない。

第５条　会館の利用の承認を受けた者（以下「利用者」

という。）は，会館の利用に際しては，副学長が定

める方法に従わなければならない。

第６条　利用者は，故意又は過失により会館の施設若

しくは設備をき損し，又は滅失したときは，その原

状回復に要する経費を負担しなければならない。

第７条　申請書の受付，施設の鍵の管理その他会館に

関する事務は，学務部学生課において処理する。

第８条　この規則に定めるもののほか，会館の管理及

び利用に関し必要な事項は，副学長が定める。

附　則（略）

14 京都大学西部課外活動棟規則

平成20年10月21日（総長裁定制定　　）
（趣旨）

第１条 京都大学西部課外活動棟（以下「課外活動棟」

という。）の管理及び使用に関しては，この規則の

定めるところによる。

（目的）

第２条 課外活動棟は，京都大学学内団体規程（昭和

26年達示第3号）第3条に定める総長の承認を受けた

団体（以下「公認団体」という。）及び厚生補導担

当の副学長（以下「副学長」という。）が適当と認

めたその他の学生団体が，課外活動を行うために使
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用するものとする。

（施設）

第３条 課外活動棟に，共用室A，共用室B，練習室，

作業室，倉庫A及び倉庫Bの施設を置く。

２　共用室A及び倉庫A（以下「長期使用施設」とい

う。）は，公認団体の長期使用（5月15日から翌年5

月14日までの使用をいう。）に供するものとする。

３　共用室B，練習室，作業室及び倉庫B（以下「短

期使用施設」という。）は，前条に定める団体の時

間単位の使用に供するものとする。

（管理運営）

第４条 課外活動棟は，副学長が管理する。

２　課外活動棟の運営に関する重要事項は，学生生活

委員会において審議する。

（使用可能日時）

第５条 課外活動棟は，毎日使用できるものとし，使

用可能時間は午前8時30分から午後10時までとする。

２　前項の規定にかかわらず，副学長が特に必要と認

めた場合は，使用可能時間を変更し，又は課外活動

棟の使用を制限する場合がある。

（施設の使用申請及び許可）

第６条 第3条に定める施設を使用しようとするとき

は，次の各号に定める区分に応じて副学長にその使

用を申請し，許可を得なければならない。

a 長期使用施設の使用を希望する場合は，公認団

体の代表者が，4月末日までに様式1により使用を

申請すること。

s 短期使用施設の使用を希望する場合は，使用責

任者が，使用希望日の1月前から3日前までに様式

２により使用を申請すること。

２　副学長が特に適当と認めた場合は，前条第1項に定

める使用可能時間外の使用を許可することがある。

（使用者の責務）

第７条 使用者は，この規則及び副学長が別に定める

課外活動棟使用者心得（以下「使用者心得」という。）

を遵守し，適正に使用しなければならない。

（使用許可の取消し）

第８条 副学長は，使用者がこの規則又は使用者心得

に違反したと認めるときは，使用許可を取り消し，

又は使用を中止させることができる。

（原状回復）

第９条 第6条による許可を得た者は，当該許可に係

る施設の使用を終えたとき（前条の規定により使用

を中止した場合を含む。）は，直ちに原状に回復し

て返還しなければならない。

（損害賠償）

第10条 使用者は，故意又は過失により課外活動棟

の施設，設備又は物品を滅失，き損又は汚損したと

きは，その原状回復に要する経費を負担しなければ

ならない。

（事務）

第11条 使用申請の受付，施設の鍵の管理その他課外

活動棟に関する事務は，学務部学生課において行う。

（その他）

第12条 この規則に定めるもののほか，課外活動棟

の使用その他に関し必要な事項は，副学長が定める。

附　則（略）

別記様式（略）

15 京都大学白浜海の家使用規程

昭和48年４月16日（総長裁定制定　　）
第１条　京都大学白浜海の家（以下「海の家」という。）

の使用に関しては，この規程の定めるところによる。

第２条　海の家を使用することのできる者は，次の各

号の一に該当する者とする。

a 京都大学の学生

s 京都大学教職員，その他厚生補導担当の副学長

（以下「副学長」という。）が特に認めた者

第３条　使用を希望する者は，使用日の２日前までに，

別記様式１による使用願書を副学長に提出し，その

許可を受けなければならない。

第４条　使用期間は特別の事情のある場合を除き，7

日を超えることができないものとする。

第５条　使用を許可された者（以下「使用者」という。）

は，１人１泊につき1,100円の使用料を，使用開始

予定日の前日までに，現金で学務部学生課に納めな

ければならない。

２　一旦納付された使用料は，返還しない。ただし，

第８条第２項の規定により使用許可を取り消し又は

変更した場合については，使用料の全額又は一部を

返還する。

第６条　副学長は，使用料が納付されたときは，別記

様式２による使用許可証を当該使用者に交付する。

第７条　使用者は，別に定める海の家の使用者心得

（以下「使用者心得」という。）を遵守しなければな

らない。

第８条　副学長は，使用者がこの規程又は使用者心得
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に違反したと認めるときは，使用許可を取り消し，

又は使用を中止させることができる。

２　前項に定める場合のほか，海の家の運営上特に必

要がある場合は，使用許可を取り消し又は変更する

ことがある。

３　前２項の規定により使用許可を取り消し若しくは

変更し，又は使用を中止させたことによって使用者

に損害を及ぼすことがあっても，京都大学は責任を

負わない。

第９条　海の家に関する事務は，学務部学生課におい

て処理する。

第10条　この規程に定めるもののほか，海の家の使

用に関する必要な事項は別に定める。

附　則（略）

別記様式（略）

16 京都大学白浜海の家管理要項

昭和48年４月16日（総長裁定制定　　）
１　白浜海の家（以下「海の家」という。）の管理責

任者は，厚生補導担当の副学長とする。

２　管理責任者は，海の家に管理人１名を置き，次に

掲げる職務を担当させる。ただし，使用者のない日

にあっては，建物内外の見回り（１日３回10時，14

時，17時）を担当させる。

（１） 使用者の確認

（２） 学務部学生課への連絡及び報告

（３） 火災，盗難の防止

電気器具，消火器具，給排水器具の点検，白

灯油，LPガスの安全確認

（４） 設備，備品等の管理

（５） 清掃作業（建物内外，浴室，トイレ等）

３　海の家の開設期問

年間を通じて開設する（12月29日から翌年１月３

日までの間は除く。）。ただし，特別の事情がある場

合は，開設期間を変更することがある。

４　施設の使用料は，次の各号に該当する場合は，必

要としない。

（１） 大学が企画する行事

（２） 体育会が主催する行事

附　則（略）

17 京都大学笹ヶ峰ヒュッテ規則

平成12年３月７日（総長裁定制定　　）

第１条 京都大学笹ヶ峰ヒュッテ（以下「ヒュッテ」

という。）の管理及び利用に関しては，この規則の

定めるところによる。

第２条　ヒュッテは，厚生補導担当の副学長（以下

「副学長」という。）が管理する。

第３条　ヒュッテは，次の各号に掲げる体育活動のた

めの利用に供する。

a 京都大学体育会に所属する運動部の体育活動

s その他本学における体育活動で副学長が適当と

認めるもの

第４条　ヒュッテを利用しようとする者は，あらかじ

め所定の申請書を副学長に提出し，その承認を受け

なければならない。

第５条　ヒュッテの利用の承認を受けた者（以下「利

用者」という。）は，ヒュッテの利用に際しては，

副学長が定める方法に従わなければならない。

第６条　利用者は，故意又は過失によりヒュッテの施

設若しくは設備をき損し，又は滅失したときは，そ

の原状回復に要する経費を負担しなければならな

い。

第７条　申請書の受付，施設の鍵の管理その他ヒュッ

テに関する事務は，学務部学生課において処理する。

第８条　この規則に定めるもののほか，ヒュッテの管

理及び利用に関し必要な事項は，副学長が定める。

附　則（略）

18 京都大学志賀高原ヒュッテ規則

平成21年９月８日（総長裁定制定　　）

第１条　京都大学志賀高原ヒュッテ（以下「ヒュッテ」

という。）の管理及び使用に関しては，この規則の

定めるところによる。

第２条 ヒュッテは，厚生補導担当の副学長（以下

「副学長」という。）が管理する。

第３条 ヒュッテは，水曜日を除き，毎日開設する。

ただし，特別の事情がある場合は，開設期間を変更

することがある。
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第４条 ヒュッテを使用することのできる者は，次の

各号の一に該当する者とする。

（１）京都大学（以下「本学」という。）の学生

（２）本学の卒業生

（３）本学の教職員

（４）その他副学長が特に認めた者

第５条 使用を希望する者は，使用日の10日前までに，

別記様式１による使用申請書を副学長に提出し，そ

の許可を受けなければならない。

第６条 使用期間は，特別の事情のある場合を除き，

６日を超えることができないものとする。

第７条 使用を許可された者（以下「使用者」という。）

は，１人１泊につき別表に定める使用料を，使用開

始予定日の７日前までに，本学の指定する方法によ

り納めなければならない。

２ 一旦納付された使用料は，返還しない。ただし，

第10条第２項の規定により使用許可を取り消し，又

は変更した場合については，使用料の全額又は一部

を返還する。

３ 第１項の規定にかかわらず，次の各号に該当する

場合は，使用料は必要としない。

（１）大学が企画する行事

（２）その他副学長が認める行事

第８条 副学長は，使用料が納付されたときは，別記

様式２による使用許可証を当該使用者に交付する。

第９条 使用者は，別に定めるヒュッテの使用者心得

（以下「使用者心得」という。）を遵守しなければな

らない。

第10条 副学長は，使用者がこの規則又は使用者心

得に違反したと認めるときは，使用許可を取り消し，

又は使用を中止させることができる。

２ 前項に定める場合のほか，ヒュッテの運営上特に

必要がある場合は，使用許可を取り消し，又は変更

することがある。

３ 前２項の規定により使用許可を取り消し，若しく

は変更し，又は使用を中止させたことによって使用

者に損害を及ぼすことがあっても，本学は責任を負

わない。

第11条 使用者は，故意又は過失によりヒュッテの

施設，設備又は物品を滅失，き損又は汚損したとき

は，その原状回復に要する経費を負担しなければな

らない。

第12条 ヒュッテに関する事務は，学務部学生課に

おいて処理する。

第13条 この規則に定めるもののほか，ヒュッテの

管理及び使用に関し必要な事項は，副学長が定める。

附　則

この規則は，平成21年10月１日から施行する。

別表
料金区分 夏期（６月１日から 冬期（12月１日から

使用者区分 11月30日まで） ５月31日まで）

本学の学生 1,800円 2,900円

本学の卒業生，本学

の教職員，その他副 4,100円 5,600円

学長が特に認めた者

附　則（略）

別記様式（略）
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